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　このところ行政機関も含めて情報技術に対する関心は高く，新聞に「IT」の二文字を見ない日はないほどであることはご承知のとおりである．水産の分野も例外ではなく，「情報」と銘打った各種の施策が，さまざまなレベルや組織で展開されている．水産分野の活動を支えるという意味で，より基礎的な分野である海洋の情報についても，これまでは他の分野の情報に比べるとマイナーなイメージであったものが，関係機関の施策の中に少しずつ登場するようになってきている．

　海洋の科学的なデータや情報に関しては，1960年代から，ユネスコの政府間海洋学委員会（IOC）の主導のもとで国際的な交換ネットワークが構築され，我が国においても日本海洋データセンター（JODC）が，国内の関係機関の海洋観測データを収集・管理し，関係機関及び一般への提供活動を行ってきた．海洋科学の研究者の間では広く知られているJODCの活動であるが，一般には必ずしも浸透していないように思われるのは残念なことである．

　JODCに保管されているデータは，基本的には各関係機関における一次利用の終わったものである．そうしたデータは，過去の観測データなどを解析することによって海況に関する研究を行ったり，海上活動の計画を練ったりする場合には極めて有効であるが，水産分野において，例えば漁業者が明日の操業の参考にするようなリアルタイム情報の提供についてはほとんど無力である．JODCは貴重なデータの滅失を防止するしっかりした保管庫（secure archive）としての役割が重要である．JODCで保管されるような非リアルタイムのデータは，海洋情報管理の世界では，delayed mode data（遅延モードデータ）と呼ばれる．

　水産分野で利用されているリアルタイムデータについて，海況に関するものを例にとって現状を調べてみると，数年前に比べて格段に充実してきていることがわかる．インターネットの普及にともなって，漁業情報サービスセンター，水産研究所，海上保安庁水路部，各都道府県の水産試験場などが次々にウェッブサイトを開設し，各機関の概要などに関する情報のみならず，短い時間間隔で更新される海況のリアルタイム情報を提供している．例えば，海上保安庁水路部のリアルタイム潮汐情報は，全国20箇所以上の験潮所のデータが常時更新され（5分毎）最新の潮位を得ることができる．また，神奈川県水産総合研究所のサイトでは，相模湾の急潮を監視する観点から重要な城ヶ島沖の水温や流れの状態が１時間毎に更新されている．行政機関は，情報公開の大きな流れの中で広く一般向けの情報発信に積極的に取り組んでいることもあって，インターネットにアクセスできる環境があれば，こうしたリアルタイムの情報まで簡単に入手することができる時代になっている．

　お気づきとは思うが，ここで問題なのは，「インターネットにアクセスできる環境があれば」という点である．２年ほど前の統計（通信白書）によれば，企業におけるインターネットアクセス環境の普及率は９割に近づいており，オフィスでは既に常識となっていることは，我々の実感とも合致する調査結果である．一方家庭への普及率は，このところ急速に伸びているとはいえ，まだ３割に満たない程度と推測される．水産業に従事する人への普及率はどうだろうか．マリノフォーラム２１の事業「水産情報ネットワーク実用化に関する研究」の一環として，山口県在住の漁業者の声を聞く機会に恵まれたが，その時の感触は「若手の漁業者の中には積極的に自宅でインターネットにアクセスしている人も居るが，全体的な普及となると，おそらく全国平均よりは低い水準にとどまっているだろう」というものであった．

　全国いずれの地域でもパソコンが入手できないということはなく，電話回線を通じたアクセスポイントも，居住する地域には無くても隣接都市に接続することは可能である．すなわち，ハードウェアの面での地域格差はそれほどないだろう．それどころか，いかに交通の便が悪い地域であっても，パソコンと電話さえあれば，情報へのアクセスについて東京などの都会との格差はない．つまり，漁村部でも個人の意識の持ち方次第で，都市部と遜色ない情報へのアクセス環境を確保できるのである．従って，インターネットアクセスに関する個人の考え如何によって大きな情報格差（いわゆるデジタルデバイド）が生じることになる．このことは，水産分野における情報化，とりわけ漁業者への情報技術の浸透を図る場合に考慮すべき点であろう．

　水産分野の情報化を進めることによって水産業の振興を図ろうとする計画の一つに，上述の「水産情報ネットワーク実用化研究」（海鳴りネットワーク構想）がある．山口県を対象地域として，平成10年度から２年間の基礎調査を経て，インターネットの活用を核とした水産情報提供システムの構築が進んでいる．漁業者を対象とした情報ニーズ調査の結果を踏まえて，漁海況など自然環境情報だけでなく，主要市場の魚価など市況情報も提供できるシステムとなっている．パソコンの普及率が高くない現状を考慮して，ウェッブサイトによる情報提供に加えて，ファックス，音声や，携帯電話向けのデジタル情報（i-mode等）としても提供している．平成14年３月末までで実用化研究を完了し，順調に進めば平成14年度のいずれかの時期から山口県が運用主体となって本格稼動する予定となっている．

　講演では，情報化の意味，情報化の進展による影響などについて，水産分野における情報化を考える際の基本的な問題の一つとして若干の考察も加えつつ，海鳴りネットワークを具体例として参照しながら，水産分野における情報化を推進していく場合に考慮すべき事項などについて私見を述べる．

（略語註）
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